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避難解除区域
等への企業立
地の促進 等
（県が作成、

国に提出）

農用地利用
集積等促進計画

特定復興再生拠点
復興再生計画

企業立地
促進計画

住民の帰還を目指す
区域として、円滑かつ
確実な帰還環境の
整備を実現 等
（市町村が作成、県と
協議、国が認定）

生活拠点形成
事業計画

長期避難者の
生活拠点の形
成 等

（避難先市町村
等が作成）

住民の帰還・移住等
の促進 等
（帰還先市町村等が
作成）

帰還・移住等環境
整備事業計画

農地の利用集積
の促進 等
（県が作成、
関係者と協議、
公示）

特定事業活動
振興計画

特定事業活動
の振興 等
（県が作成、

国に提出）

新産業創出等
推進事業促進計画

新産業の創出 等
（県が作成、国に

提出）

避難指示・解除区域が対象

福島復興再生特別措置法

福島の復興・再生について、その置かれた特殊な諸事情と原子力政策を推進してきた国の社会的な責任を踏まえ、
福島の復興・再生を推進するための地域再生特別法。

福島復興再生基本方針 【国が策定（閣議決定）】

原子力災害からの福島の復興及び再生に関する施策の総合的な推進を図るための政府の基本的な方針

福島復興再生計画 【県が作成（内閣総理大臣認定）】

福島復興再生基本方針に即して、原子力災害からの福島の復興及び再生を推進するため福島県が作成する計画

福島復興再生特別措置法の体系



第２部 避難指示・解除区域の復興及び再生 第３部 福島全域の復興及び再生

第２ 避難解除等区域の復興・再生

第３ 特定復興再生拠点区域の復興・再生

第４ 放射線による健康上の不安の解消、
安心して暮らすことのできる生活環境の実現

第５ 原子力災害からの産業の復興・再生

第６ 福島イノベーション・コースト構想の推進、新産業の創出

第７ 関連する施策との連携 、第８ その他必要な事項

○ 農林水産業の復興・再生、事業者等の事業再開・継続、
観光振興

○ 復興のために必要なインフラの整備
○ 避難者の生活再建、被災者支援
○ 医療・介護・福祉サービスの再構築
○ 教育・保育・子育て環境の整備
○ 文化・スポーツ振興
○ 移住等の促進や交流人口・関係人口の拡大
○ 受入自治体への支援
○ 事業再開・新規立地を支援する課税の特例 など

○ 放射線に関する理解の増進、県民健康調査の実施
○ 医療・福祉サービスの確保 など

○ 農林水産業、中小企業等の復興・再生
○ 雇用の確保、観光振興、風評払拭等
○ 地域ブランド確立等に向けた規制の特例、

風評対策に係る課税の特例 など

○ イノベ構想６分野（廃炉、ロボット・ドローン、エネルギー・
環境・リサイクル、農林水産業、医療関連、航空宇宙）の取組推進

○ 国際教育研究拠点の整備、研究開発の推進等
○ イノベ構想推進に係る課税の特例 など

○ 家屋等の解体・除染、インフラ整備
○ 買い物、医療・介護等の生活環境整備、鳥獣被害対策の強化
○ 国による事業代行等の特例、土壌等の除染等の措置等に関する
特例、農用地利用集積等促進計画等に関する特例 など

第１部 原子力災害からの福島の復興及び再生

第１ 原子力災害からの福島の復興及び再生の基本的方針

◆ 目標
○ 安全で安心して暮らすことのできる生活環境の実現
○ 地域経済の再生
○ 地域社会の再生

◆ 計画期間
令和３年度～７年度（５年間）

◆ 復興及び再生に関する基本的な考え方
① 県全域と避難指示・解除区域の復興・再生
② 原子力災害による被害を受けた本県の事情を踏まえた取組
③ 原子力に依存しない社会を目指すとの理念と先導的な取組
④ 未来を担う人材の育成
⑤ 必要な予算の確保、国と県・市町村等が一体となった取組

福島復興再生計画の概要



令和３年度 福島復興再生計画における主な取組実績 （第２、第３）①

● 生活環境の整備（１/２）

◆ 子育て環境の整備

● 農林水産業の復興・再生 ● インフラ等の整備

◆ 生産基盤の復旧 ◆ 放射性物質対策の推進 ◆ ふくしま復興再生道路

● 事業者等の事業再開・継続

◆ 事業再開・継続支援 ◆ 雇用の確保、就労支援等

◆ 買い物等の環境整備 ◆ 教育環境の整備◆ 医療提供体制の再構築 ◆ 鳥獣被害対策

今年度から「震災と復興を未来
へつむぐ高校生語り部事業」を実
施し、地域課題探究学習を通して
福島における震災、復興、未来に
ついて、自分の考えを持ち、自分
の言葉で語ることのできる「高校
生語り部」を育成。

避難解除等区域の復興・再生に向けた取組

農業の速やかな復
興・再生に向け、大区
画ほ場の整備など、農
地・農業用施設等を整
備。
〈事業着手地区数〉
32地区（2,847ha）
〈事業完了地区数〉
2地区（65ha）

農業用ダム・ため
池等の放射性物質対
策を進めるとともに、
森林整備とその実施
に必要な放射性物質
対策を一体的に実施。
〈ため池放射性物資
対策〉810地区完了

凡例：
着工済

（R3.12時点）
供用済

（R3.12時点）

避難解除区域等の
復旧・復興、住民の
帰還の促進を図ると
ともに地域の持続可
能な発展を促すため
に、避難解除区域等
と周辺の主要都市等
を結ぶ幹線道路とし
て、８路線２９工区
を「ふくしま復興再
生道路」と位置づけ、
整備を進めている。

これまで１５工区
が完成しており、残
りの工区についても
早期完成を目指して、
重点的に整備を進め
る。

ふくしま復興再生道路
１ 国道114号
２ 国道288号
３ 国道349号
４ 国道399号
５ 県道原町川俣線
６ 小名浜道路
７ 県道小野富岡線
８ 県道吉間田滝根線

避難１２市町村における鳥獣被
害対策を支援するため、避難地域
鳥獣対策支援員6名を配置。

令和３年度は、市町村からの要
請を受け、被害防除柵の設置指導
等の現場での支援を８６回実施。

避難指示等解除区域における医
療機関の再開・新規開設に伴う施
設・設備整備や運営に対する補助
を継続実施。

令和３年6月:今村医院再開（南
相馬市小高区）12月:南相馬市立総
合病院附属小高診療所の建替完了

川内村に「幼保連携型認定こ
ども園 かわうち保育園」を整
備し、令和３年４月より開園。
同一敷地内に併せて開校する義
務教育学校と連携して子どもの
健やかな成長を育む。

被災事業者の事業継
続・事業再開を支援し、
事業・生業の再建等の
支援によるまち機能の
回復を促進。

被災事業者への支援件
数（累計）1,229件
118億円

県内の被災求職者を雇
い入れた中小企業等に
対し、産業政策と一体
となった雇用面での支
援。

ふくしま産業復興雇用
支援事業交付決定数
（累計）30,749人

住民の買い物環境や生活必需
サービスの確保に向け、市町
村や国と連携して公設商業施
設の安定的な運営の維持・継
続を支援。
公設商業施設（累計）８箇所



令和３年度 福島復興再生計画における主な取組実績 （第２、第３）②

避難解除等区域の復興・再生に向けた取組

● 文化・スポーツの振興● 観光振興

◆ 地域資源等をいかした観光の展開

特定復興再生拠点区域の復興・再生の推進

◆ Ｊヴィレッジを拠点とした取組

● 移住等の促進、交流人口・関係人口の拡大

● 生活環境の整備（２/２）

● 課税の特例

◆ 移住等の促進

◆ 治安、防犯対策

◆ 企業立地促進税制◆ 交流人口の拡大

● 避難指示区域の変遷

帰還環境の整備により避難指示の解除が進み、県土に占める避難指示等
区域の面積は約12％から約2.4％に縮小。

● 特定復興再生拠点区域
平成29年5月の福島復興再生特別措置法の改正により、帰還困難区域

内一部の避難指示を解除し、居住を可能とすることを目指す「特定復興
再生拠点区域」を定めている。

● 準備宿泊
避難指示区域内で禁止されている自宅での宿泊を

特定的に可能とする「準備宿泊」が、帰還困難区域
内の特定復興再生拠点区域において開始されている。

開始（目標）日

葛尾村 令和3年11月30日

大熊町 令和3年12月3日

双葉町 令和4年1月20日

富岡町 令和4年4月11日

浪江町 令和4年秋頃

新たな活力を全国から呼び
込むため、「ふくしま１２市
町村移住支援センター」を
R3.7に設置。

戦略的な情報発信や相談対
応、移住体験ツアーなど広域
連携による効果的な事業を実
施。

富岡町の特定復興再生
拠点区域の立入規制緩和
にあわせ、改修した夜の
森駐在所をパトロールの
拠点として運用を再開。

本県復興のシンボルである
Ｊヴィレッジにて、各種イベ
ント等の開催を通じ、復興の
発信や地域周遊の拠点として
の利活用に取り組んだ。

また、震災以降静岡県で活
動していたＪＦＡアカデミー
福島男子が、令和３年４月に
本県で活動を再開した。

避難指示が解除さ
れた地域等における
事業再開と新規立地
を促進するため、固
定資産税の課税免除
等により支援。

令和３年度は、宿
泊業や飲食業など78
件の事業を認定。
（R4.3月末現在）

福島ならではの学びのツアーで
あるホープツーリズムの推進のた
め、受入れ体制の強化やコンテン
ツ造成、情報発信等を実施。
ホープツーリズム催行件数（累
計）320件（H28～R3年度）
※R3年度 141件(R4.3月末現
在)

浜通り地域等の交流人口拡
大を図るとともに、来訪者に
よる地域内での消費需要の喚
起を国と一体となって展開
ｄ払いポイント還元キャン
ペーンd払い利用額 9.8億円
誘客コンテンツ開発事業採択
件数 ４事業者

飯 舘 村
南 相 馬 市

浪 江 町
葛 尾 村

田 村 市

楢 葉 町

川 俣 町

浪江町（約661ha）
避難指示解除目標:令和5年3月帰還困難区域

川 内 村

双 葉 町

大 熊 町

富 岡 町

広 野 町

双葉町（約555ha）
避難指示解除目標:令和4年春
※先行解除（令和2年3月4日）

双葉駅周辺、避難指示解除
準備区域

大熊町（約860ha）
避難指示解除目標:令和4年春
※先行解除（令和2年3月5日）

大野駅周辺

飯舘村（約186ha）
避難指示解除目標:令和5年春

葛尾村（約95ha）
避難指示解除目標:令和4年春

富岡町（約390ha）
避難指示解除目標:令和5年春
※先行解除（令和2年3月10日）

夜ノ森駅周辺
20km

東 京 電 力 福 島 第 一
原 子 力 発 電 所



令和３年度 福島復興再生計画における主な取組実績 （第4）

● 正確な情報発信・放射線に関する知識の普及

◆県民健康調査の実施 ◆健康増進等を図る取組◆放射線に関する理解の増進等

◆農林水産物等の検査等 ◆除染等の確実な実施等

11

県内の消費者を
対象に食と放射能
に関する説明会を
42回開催し、正確
な知識や情報の普
及に取り組むとと
もに、疑問や不安
の解消を図った。

◆児童等の健康上の不安解消 ◆教育を受ける機会の確保

◆放射線の人体への影響等に関する研究及び開発の推進等 ◆その他安心して暮らすことのできる生活環境

◆医療及び福祉サービスの確保

放射性物質による
汚染状況や動態の把
握、除染等の措置の
評価等を実施。

研究成果について、
報告会を実施したほ
か、学会等で計21の
発表を実施。
（R4.2月末現在）

県産農林水産物
等の安全性を確保
するためモニタリ
ングを実施。

【検査数】
（H23.3～R4.3）

259,183点

高校生の悩みや不安
を解消し、問題行動や
不登校等を未然に防止
するため、全ての県立
高等学校（８４校）に
スクールカウンセラー
を配置。

県内21の市町村社協に
128名の生活支援相談員等
を配置し、避難者等の孤
立防止のための支援等を
実施。

支援対象：22,568世帯
支援実施回数：302,015回
（R3.4～R4.3）

市場に流通する
県産加工食品を対
象に、高感度で正
確な放射性物質検
査を実施し、その
結果を公表。

福島県立医科大
学ふくしま国際医
療科学センターが
行う、先進的な医
療機器による画像
診断及び研究等の
取組支援を実施。

1mSv未満 346,513人

1mSv 14人

2mSv 10人

3mSv 2人

平成24年3月以降
のホールボディ・カ
ウンターによる内部
被ばく検査結果は全
て1mSv未満。
（健康に影響が及ぶ

数値ではない）
[H23.6～R4.2現在]

児童福祉施設等
の給食用食材に対
する保護者等の不
安を軽減し、より
一層の安全・安心
を確保するため、
放射線量測定検査
を実施。

避難地域等におけるコ
ロナ感染拡大期において
も、速やかな入転院調整
や広域搬送調整を実現す
るため、キビタン健康
ネットの機能強化を実施。

保育人材の確保を図るため、
福島県社会福祉協議会と連携
し、潜在保育士の再就職支援
のほか、保育士就職フェアや
各種研修会、セミナーなどを
開催。

妊婦や乳幼児を持つ保護
者を対象に電話相談やオン
ラインでの相談、家庭訪問、
子育てサロン、母乳の放射
線検査などを実施。

県内避難者が避難先の医
療機関でがん検診が受診で
きる機会を拡大するため、
医師会や検診機関との調整
を図り、避難者検診の手引、
検診録を作成し医療機関等
に配布。
実施避難元市町村：５町村

県内６か所に心のケア
センターを設置。
相談支援件数：5,588件
うち訪問件数：1,976件
サロン開催数：123回
支援者支援人数：141人
研修会開催数：33回

※R4.2月末までの集計値

放射線による健康上の不安解消、その他の安心して暮らすことができる生活環境の実現のための取組

市町村が実施する除
去土壌等の適正保管や
搬出、仮置場の原状回
復等の業務が円滑に進
むよう、市町村業務の
支援等を実施。
【仮置場数】
253か所（R3.12月末）
※ピーク時（H27.12月

末）より674か所減少



令和３年度 福島復興再生計画における主な取組実績 （第５）①

● 農林水産業の復興・再生

● 雇用の確保に向けた取組との連携

● 中小企業等の復興・再生

◆技術力・開発力の強化

独自技術の製品化やデザイン思考の製品
設計を支援するとともに、事業化や販路開
拓まで知的財産の一貫した支援を実施。

新商品開発案件数 ５件
知的財産一貫支援件数 ６件

◆起業・創業の促進

創業支援機関や女性起業家のネット
ワーク強化や優れたビジネスプランの
表彰を実施。

創業補助金による支援 31件

◆雇用確保、就労支援 ◆将来を担う産業人材育成

◆戦略的な企業誘致、立地
企業振興

本県の優れた立地環境を始め、企業立地補助金
や税制の優遇措置などを効果的に発信し、雇用創
出効果が高く、経済波及効果が期待できる企業の
立地を実現するため、企業立地オンラインセミ
ナーを開催。（令和４年３月１日～31日）

セミナー参加者数 353者（R4.3月末時点）

福島イノベーション・コースト構想の推進に資する人
材育成及び人的裾野拡大のため「ロボット関連産業」、
「再生可能エネルギー関連産業」を中心とした産業分野
へ向けた人材育成を行うとともにフェアを開催。

(1)ロボット関連産業推進人材育成
(2)再生可能エネルギー関連産業推進人材育成
(3)福島イノベーション・コースト構想推進人材拡大フェア

来場者数：約450名
YouTube視聴者数：約1,000名

各地に設置した就職相談窓口を通じて県内就
職希望者の就職支援を行うとともに、県内企業
の魅力を広く情報発信。

センター相談件数
・ふるさと福島就職情報センター 5,870件
・ふくしま生活・就職応援センター 26,198件

ガイダンス・面接会参加者数 延べ2,016人

◆生産基盤確保・整備、試験研究促進 ◆流通・販売戦略の実践◆多様な担い手確保・育成

本県の森林再生や林業成長産業化の実現に必要な人材
を育成するため、「林業アカデミーふくしま」の取組を
進めるとともに、研修の実施に必要な拠点施設を整備。

【R4林業アカデミーふくしま就業前長期研修生】14名

震災・原発事故による風評等の影響で失った、県産農林水
産物の販売棚を回復させるため、県オリジナル品種や高品質
な農産物の生産技術等の開発。
【県オリジナル品種開発】水稲（福､笑い）、花き（リンドウ 等）

県産農林水産物の風
評払拭と販売促進のた
め、トップセールスを
始 め と し た 販 売 促 進
フェアにより、県内や
首都圏等の消費地へ県
産農林水産物の魅力を
発信。

【R3販売促進フェア】
69回

◆戦略的な生産活動展開
震災からの復興、新た

な農業への挑戦として、
H28から川内村でワイン
用ブドウの栽培がスター
トし、醸造施設「かわう
ちワイナリー」がR3年6
月に完成。

R4年3月にワインが完成

◆活力と魅力ある農山漁村創生
地域ぐるみの総合的な鳥獣

被害対策を推進するため、イ
ノシシ等の捕獲経費の助成や
侵入防止柵の設置等を支援。
また、野生鳥獣等の専門的な
知識を有する市町村専門職員
の人材確保・育成及び市町村
等へ配置後の技術向上研修を
実施。
【市町村専門職員の配置数】
14人（累計）

◆中小企業・小規模企業の
経営基盤の強化

商工団体、関係機関等と連携しながら、
承継計画策定から実施までの伴走支援等
を実施。

事業承継計画策定件数 92件
ふくしま事業承継資金利用者 ２件

◆商業・サービス業などの振興

地域の商業機能回復のため、まちづく
りの担い手となる人材育成や空き店舗の
リノベーションなど地域の特色をいかし
たにぎわいづくりの取組を支援。

リノベ人材育成事業参加者数 12人

原子力災害からの産業の復興・再生



令和３年度 福島復興再生計画における主な取組実績 （第５）②

● 観光振興等

◆県産品の振興と輸出拡大

● 風評払拭への対応

課税の特例（風評税制）

◆国際観光の推進
コロナ収束後を見据

え、アジアやオースト
ラリアなど重点地域に
現地送客窓口を設置し、
プロモーション活動を
実施。

市場別ＳＮＳ等による
情報発信回数989件
(R4.3月末時点）

産業の復興・再生に資する事業の特例措置

● 商品等需要開拓事業

地域団体商標の商標登
録が出願されたものにつ
いて、出願手数料、設定
登録料、更新登録料にか
かる経費の２分の１に相
当する額を軽減する。

市町村・関係団体等へ
ニーズ把握や特例を周知。

● 産業復興再生政令等規制事業

◆ 特定埠頭運営事業

小名浜港東港地区
において、完成した
野積場について、特
定埠頭運営事業者へ
貸付けを行った。

◆観光地の魅力増進
県内宿泊施設の

利用促進のため、
ワーケーションに
対応した環境整備
の取組を支援。

ワーケーションプ
ログラム数 52件

◆農林水産物の風評の払拭
◆福島空港の利活用促進

◆加工品、工業製品等の風評の払拭

日本橋ふくしま館
や福島県観光物産館
などアンテナショッ
プにおける催事やイ
ベント等を充実し、
県産品の効果的な情
報発信や販売促進を
実施。

◆観光振興等における風評の払拭
震災の経験を

踏まえた防災教
育や、新たな素
材を活用した体
験プログラムづ
くり等により教
育旅行を誘致。

◆国内観光の推進
本県観光のシンボ

ル「磐梯吾妻スカイ
ライン」と周辺温泉
地を活用したサイク
リングイベントを地
域と連携し開催する
ことによる観光誘客。
イベント参加者数
586人
（R3.7.3～4の参加
者計）

新たな路線開
設を目指し、国
内チャーター便
の誘致を実施。

国内チャーター
便支援 26便

海外において県産品の魅力を
発信し販路拡大を図るため、イ
ンストアプロモーションや輸出
コーディネーター（営業代行）
活用による商談支援等を実施。

果物等のインストアプロモー
ション活動実施件数
５カ国で実施

原子力災害からの産業の復興・再生

●特定事業活動振興計画

県アンテナショップ来館者数 902,844人

県知事の指定を受けた
事業者が、福島県内で風
評被害に対応する特定事
業活動を実施した場合、
税の優遇措置を受けられ
る。

特定事業活動指定事業者
事業実施計画の指定件数
◆農林水産関連産業 ５件
◆観光関連産業 2件

輸入規制を継続してい
る国や地域に対し、現地
でのフェアの開催や動画
の活用により、県産農林
水産物の安全性や魅力を
発信した。

【規制を撤廃】
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、アメリカ

【規制を緩和】
ＥＵ、台湾

● 新品種育成事業

品種登録が出願され
たものについて、出願
及び登録にかかる経費
の４分の３に相当する
額を軽減する。

・イチ ゴ「 福島 ST14
号」の出願料の軽減
・アスパラガス「ふくき
たる」の登録料の軽減

教育旅行キャラバン実施回数 １8回（129名）

産業の復興・再生や新産業の創出に資する事
業で、政令や省令で定められた規制について、
特例的な扱いを受けられる。



● 課税の特例● 構想を支える人材育成● 地域の企業が主役

● あらゆるチャレンジが可能な地域

地元企業との連携等による地域
振興に資する実用化開発等を促進。

延べ394件の事業を採択

（平成28年度から令和3年度まで）
・H28：46件
・H29：68件（うち新規採択33件）
・H30：83件（うち新規採択35件）
・R1 ：61件（うち新規採択31件）
・R2  ：66件（うち新規採択27件）
・R3  ：70件（うち新規採択38件）

◆地域を実証フィールドとして活用する企業等の呼込み

◆地元企業の参画拡大、県内他地域との連携強化 ◆小中学校、高校におけるキャリア教育の推進

◆大学等による教育研究活動
（復興知事業）

県内の橋梁やダム、河川、
山野などを実証試験や操縦
訓練の場として提供。

令和4年2月末現在、
ロボット実証試験751件を
誘致。

Fukushima Tech Create
… ３つのプログラムにより、イノベ地域

に新たな事業を創出する企業･個人を
支援。

・ワークショップ開催 (8月～10月)
・スタートアップピッチ2021開催 (12/24)

支援実績
・ビジネスアイデア

事業化プログラム
… 採択20件

・地域未来実現プロ
グラム

… 採択6件
・アクセラレーショ

ンプログラム
… 採択7件

延べ約200事業所以上（研
究機関、企業等）の協力を
得て、浜通り地域等の高校
11校で実施し、延べ200回
程度の出前講座・視察等を
実施。

また、中通りや会津地域
の農業、工業、商業高校
（18校）への展開を推進し、
延べ120回程度のイノベに
係わる授業等を実施。

令和4年2月にオンライン
で開催した「福島イノベ構
想に貢献する人材育成成果
報告会」では、県内の高校
35校、386名が参加。

○高等学校○小中学校
「ふるさと創造学」は、

双葉郡8町村がともに取り
組む地域を題材にした探究
的な学習。「震災で子ども
たちが得た経験を生きる力
に」との思いから、2014
年度にスタート。12月には
「双葉郡ふるさと創造学サ
ミット」をオンラインで開
催。普段の学校生活で活用
しているICTスキルを活か
し、各校の「ふるさと創造
学」の学びを共有。

児童･生徒419名、教職
員･関係者289名、オンラ
イン視聴約100名が参加。

幅広い分野のイノベ関係事業者等による
異業種交流を図り、新たなビジネスチャン
スを創出。

一般会員94、賛助会員32の計126社･団体
の県内外の企業や金融機関、団体等が会員とし
て参画。
・総会 (7/8 双葉町産業交流センター)
・視察会
(11/9 福島医療機器開発支援センター)

・研修会 (2/5 オンライン開催)

○イノベーション創出
プラットフォーム事業

浜通り地域等で地元市町村と連携
した教育研究活動を支援。

令和3年度は、17大学等、21プ
ロジェクトを展開。

○福島イノベ倶楽部の運営○廃炉関連産業マッチングサポー
ト事務局運営
元請企業と地元企業間のマッチングを支援。

・マッチング会開催 (11/18、2/25)
第1回 元請 1社、下請希望 11社 参加
第2回 元請 1社、下請希望 5社 参加

・廃炉スタディーツアー開催 (10/27)
11社 (11名) 参加

・交流会開催 (10/11、3/1)
第1回 元請 7社、地元企業 39社 参加
第2回 元請 13社、地元企業 17社 参加

関連学科において、ロボット
や再生可能エネルギーに関する
授業（約1,200時間）を実施。

○福島ロボットテスト
フィールド入居企業

令和4年2月末現在、企業
や大学等、計19団体が入居。
拠点を活用して様々な研究開発を実施。

[主な入居団体及び研究開発のテーマ]
・(株)タジマモーターコーポレーション

➢小型電気自動車、自動走行
・東北大学 未来科学技術共同研究ｾﾝﾀｰ

➢小型電気自動車、自動走行
・(株)プロドローン

➢大型ドローン
・(株)デンソー

➢橋梁点検ドローン
・(株)クフウシヤ

➢自律移動ロボット
・会津大学

➢災害対応ロボット

○福島浜通りロボット
実証区域

・交流会（11/30 富岡町学びの森）
来場 27企業･団体/37名
商談数 10件

○ふくしまみらいビジネス交流会の開催

○地域復興実用化開発等
促進事業

新規立地や研究開発等を計画・実施して
いる企業が講演、ブース設置をし、来場し
た地元企業との商談等を実施。

・オンライン商談会（12/9）
来場 4企業･団体/5名
商談数 4件

テトラ・アビエーション(株)の飛行試験の様子

©SkyDrive

新産業創出等推進
事業促進計画

イノベ構想の推進に係る重
点分野の取組を推進するため、
令和３年度から新たに、新産
業創出等推進事業を行う事業
者を対象とした課税の特例
（イノベ税制）を創設。

認定実績：１件
・医薬品の製造(南相馬市)

◆交流人口・関係人口の拡大 情報発信

複合災害の記録と教訓を収集･保存するとともに、調査･研究し、展
示･研修を行う情報発信拠点として、令和2年9月に双葉町に開館。

令和4年3月31日時点来館者数 10.2万人

○東日本大震災・原子力災害伝承館

＜外観＞

福島イノベ構想「見える化セミナー」
構想の認知度向上や県民の理解の深化、参画

の促進を目的としたセミナーを県内全域で実施。
・ 9/24 見える化セミナー in こおりやま

参加者：89名（オンライン開催）
・10/23 見える化セミナー in ならは

参加者：58名（オンライン視聴含む）
・11/25 見える化セミナー in あいづ

参加者：46名（オンライン視聴含む）
・ 1/23 見える化セミナー in なみえ

参加者：65名（オンライン開催）

令和３年度 福島復興再生計画における主な取組実績 （第６）①

福島イノベーション・コースト構想の推進のための取組

◆テクノアカデミーにおける
イノベ人材育成



福島県全域における新たな産業の創出等のための取組

● その他

● ICT（情報通信）● 廃炉

● ロボット● 医薬品及び医療機器

● 航空宇宙

● 再生可能エネルギー (福島新エネ社会構想)
◆再生可能エネルギー関連産業の育成・集積

再生可能エネルギー関連産業の
育成・集積に向けて、エネル
ギー・エージェンシーふくしまを
核として、県内企業の取組を一体
的・総合的に支援。
再生可能エネルギー･水素関連産
業の成約件数：32件(R4.3月末)

○再生可能エネルギー産業拠点
の創出
再エネ関連産業の拠点化に向けて、

産学官金の連携による風力発電Ｏ＆Ｍ
技術を県内で修得できる体制を構築。

ふくしま風力Ｏ＆Ｍ推進協議会
を設立(令和3年11月)

○ｴﾈﾙｷﾞｰ･ｴｰｼﾞｪﾝｼｰふくしま
による一体的な支援

◆水素社会実現のためのモデル構築
水素社会の実現に向け、水素ステー

ションの整備や水素モビリティの導入
に対する支援等を実施。

定置式水素ステーション基数：
2基(R4.2月末)

燃料電池自動車普及台数：
338台(R4.2月末)

◆医療機器関連

医療関連産業を推進する拠点
「ふくしま医療機器開発支援セン
ター」の運営体制を強化。

安全性評価試験及びﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ
(医療･看護)の利用件数：
268件(R4.3月末)

○国内外の販路開拓・拡大支援

医療関連産業の集積を促進するため、
展示会「メディカルクリエーションふ
くしま」をオンラインにて開催。

出展者数：139企業･団体
来場者数：2,685名○ふくしま医療機器開発支援

センターの機能強化

◆医薬品関連
福島県立医科大学に対し、抗体医

薬等の研究開発を促進する拠点の形
成及び運営等に要する経費を支援。

ＴＲセンターから独立したベン
チャー企業･関連団体等における
雇用者数：48名(R4.3月末)

◆ロボット関連産業の基盤構築
ロボット関連産業の集積と取組の拡

大を目的に設立されたふくしまロボッ
ト産業推進協議会の活動を通じて、県
内企業の参入支援や関係機関等との
ネットワーク構築に取り組む。

ふくしまロボット産業推進協議会
会員数：376(R4.2.1現在)

◆ロボットの利活用促進

県内企業等により製造又は開
発されたロボットの導入経費の
一部を助成。

メードインふくしま
ロボット件数：46件(R4.2月末)

○利用促進に向けた情報発信
ロボット関連産業の普及啓発、取

引拡大を促進するため展示会「ロ
ボットフェスタふくしま」を開催。

出展者数：80企業･団体
来場者数：4,500名

○メードインふくしま
ロボットの導入促進

会津大学等と連携した県内企業との技
術開発やＩＣＴ人材の育成・定着を図る。

○雇用の拡大・新産業の創出

○ICT人材の県内定着促進

◆環境・リサイクル

環境・リサイクル関連産業の集積
を目指し、ふくしま環境・リサイク
ル関連産業研究会を開催。

ふくしま環境･リサイクル
関連産業研究会

2回開催 出席者数：89名

○環境･リサイクル分野における産学官連携の支援

◆ロボット産業推進協議会の活動を通じた企業参入支援

◆県内企業の参入支援

現地見学会やマッチング会の
開催、資格取得に係る経費の助
成等により、廃炉関連産業への
参入を促進する。

マッチング件数：205件
(R4.3月末)

◆他業種からの参入支援や取引拡大

航空宇宙産業の普及啓発、
取引拡大を促進するため、
展示会「航空宇宙フェス
タ」を開催。

出展者数：44企業･団体
来場者数：4,500名

○取引拡大

県内企業の新規参入や取引拡大につ
なげるため、国際商談会やオンライン
商談会への出展を支援。

出展企業数：8企業・団体
商談件数：80件

○他業種からの参入支援

◆人材育成

ハイテクプラザに導入した５軸
加工機等の先進機器における専門
的な研修の実施。

研修参加者数：7名

県内にオフィスを新設するＩＣＴ
企業等に必要な経費の支援。

補助を受け新たに開設した
事業所数：16件
事業所の新規雇用者数：29人

(H30からの累計)

（出典:佐藤燃料株式会社）

令和３年度 福島復興再生計画における主な取組実績 （第６）②

ふくしまロボット産業推進協議会の分
科会「廃炉･災害対応ロボット研究会」の
活動を通じて、県内企業の参入支援と、
関連分野の技術情報の共有･交流等を通じ
た関係機関等とのネットワーク構築を目
指した取組を実施。

廃炉･災害対応ロボット関連技術
展示実演会

出展者数：33企業･団体
来場者数：419名



令和３年度 福島復興再生計画における主な取組実績 （第７、第８）

関連施策との連携、その他復興・再生の推進のための取組

国・市町村等との連携・推進体制

● 現場主義に基づく国への提案・要望 ● 市町村に対する人材面の支援

◆ 令和4年度政府予算案への反映
（復興庁所管）

５,７９０億円
◆ 福島国際研究教育機構の設立

などに要する予算を新たに計上

◆ 浜通り地域等13市町村への
職員派遣（東日本大震災関連）

１９９名（充足率96.1％）

※ R4.3.1現在。国、他都道府県、全国
市区町村からの派遣含む

● 東日本大震災復興特別区域法に基づく施策との連携

◆ 課税の特例措置の指定件数 延べ 2,728件（R3.9時点）

◆ 指定事業者等による投資状況 1,550億円（R2年度）

◆ 指定事業者による被災者雇用 9,624人（R2年度）

● 子ども被災者支援法に基づく施策との連携

◆ 被災者の生活再建等に向けた支援

● 住民の円滑な帰還及び移住等の促進

◆ 避難地域等の公共交通網の形成 ◆ 伝統・文化の維持、継承◆ 避難者等のコミュニティ形成

● 再生可能エネルギーの開発等
に向けた取組

● 福島の新しい未来の創造 ● 復興の姿と震災の記憶・教訓

◆ 新しい総合計画の策定 ◆ 多様な主体の連携・共創 ◆ 復興五輪における情報発信 ◆ 伝承館を核とした情報発信等

オリンピック野球・

ソフトボール競技に出場
したチームの監督や選手
から「福島の桃はデリ
シャス」「こんなにおい
しいものは食べたことが
ない」などの賞賛の声。

県づくりの指針や施策を示す
最上位計画である「福島県総合
計画」を新たに策定。

計画に掲げる指標項目を前計
画から４割以上増やし、SDGsの
切り口から描いた将来の姿も示
す。計画期間は、R4年度から
R12年度までの9年間。

教育旅行や海外から

の視察などを積極的に
誘致。

令和３年度は、教育
旅行団体260件、海外
からの視察10件を受
入れ。(R4.2末現在)

福島を応援いただい
ている県内外の多くの
「ご縁」企業等と連携。

情報発信、避難地域
での視察アテンド・職
員研修、社食での県産
食材を使用したイベン
トなどの取組を実施。

避難地域における公
共交通を維持・確保す
るため、避難１２市町
村内を周遊する広域バ
ス６路線への支援を実
施。

富岡町、大熊町、
双葉町の文化財等
(3,044箱)を県文化
財センター白河館に
おいて適切に保管。

富岡町では資料館
の開館に伴いR3.7に
県から資料等を返還。

「再生可能エネ
ルギー先駆けの
地」や「福島県
2050年カーボン
ニュートラル」
の実現に向け、
国や関係機関と
の連携を強化。

復興公営住宅にコ
ミュニティ交流員を
31人配置し、これ
までに61の自治組
織の立ち上げを支援。

また、入居者同士、
地域住民との交流活
動の支援を実施。

・被災者健康サポート事業訪問相談員による支援件数（R3.8時点）

集団支援 35件
個別支援 506件


